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主系と副系から成る建物を対象とした動的縮約モデルによる層間変位分布の復元 
  

METHODLOGY FOR RECOVERY OF INTER-STORY DRIFT  
FROM MODAL RESPONSE OF 2-DOF MODEL IN PRIMARY-SECONDARY SYSTEM 

 
 

金子 健作* 
Kensaku KANEKO 

 
A two degree-of-freedom (2-DOF) model is employed for mid-story isolation buildings or buildings with a tuned mass damper in 
practical design. These systems are classified into a primary-secondary system. The objective of this study is to assess the accuracy of 
inter-story drifts computed by the 2-DOF model through a stochastic vibration analysis. The analysis reveals that this model 
evaluates accurate floor displacements. However, the model underestimates inter-story drifts in the upper stories of the primary 
system. A convenient modal superposition method is proposed to improve the accuracy of the inter-story drifts. 
 
Keywords : 2-DOF system, Tuned mass damper, Mid-story isolation system, Response spectrum method, Mode superposition, Super high-rise building 

2質点系, TMD, 中間階免震, 応答スペクトル法, モード重ね合わせ, 超高層建物 

1. はじめに 

超高層建物における耐震設計の黎明期では，計算資源の制約から，

数層分の変位自由度を一つに縮約した質点系の振動解析モデルが用

いられてきた。計算機の演算性能が十分に発達した現在でも，自由

度縮約の技術は，関心ある系の振動現象の本質を抽出し，合理的な

耐震設計への視座を与える点で有効である。 

自由度縮約の発展例として，TMD 付き建物に対する 2 自由度系，

中間階の免震層を含む上部構造と下部構造に分けた 2 自由度系例えば

1), 2)などがある（Fig. 1）。どちらも，直列接合された副系と主系の動

的相互作用問題を取り扱う点が共通している。全体系が高々2 自由

度の数であれば，応答を簡易に評価するための閉形式解を誘導しや

すく，3 自由度以上になれば数値解に頼らざるを得なくなる。その

意味において，特に，2 自由度系は工学的に重要である。従来，1

自由度系に縮約した主系の質点に 1 自由度系の副系を接続するとい

う経験的なモデルが用いられ，耐震設計に役立てられている。しか

しながら，応答の誤差は必ずしも小さくない。このような問題点を

踏まえ，著者は動的縮約法により，数学的に適切な 2 自由度系への

縮約法を示した 3)。この方法は，副系の接続による主系の振動モー

ドの変化は無視できるという前提に基づいているものの，主系に対

して副系の質量が相当に大きい場合でも，主系や副系の代表変位は，

縮約前の多自由度系と良く一致することが確認されている。 

しかしながら，最終的に関心のある主系の層間変位分布について，

提案した 2 自由度系（以降，縮約モデル）による評価値が元の多自

由度系とどの程度対応するかは議論の余地がある。副系の質量付加

が主系の振動モード変化に及ぼす影響は小さいと考えられるものの， 

 

層間変位に対応する振動モード形状の勾配については，改めて議論

される必要があろう。もし，縮約モデルの代表変位から元の層間変

位を精度良く復元できれば，中間階免震建物や TMD を屋上に有す

る建物を対象として著者が提案した，縮約モデルに基づく応答指定

型設計 3), 4)がより有効に活用されることが期待される。 

本研究では，主系と副系から構成される建物を想定し，その縮約

モデルから主系の地震時の層間変位を復元した際の精度を調査する。

想定する建物は，1 次モードを制振する目的で TMD が屋上に設置さ

れる高層建物や，高層階に免震層を有する建物である。この違いは，

主系に対する副系の質量の比として考慮される。不規則振動解析に

より，縮約モデルによる応答の精度を統計的に整理したうえで，層

間変位の復元精度を改善する方法を提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) TMD mounted on main frame  (b) Mid-story isolation system  
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２．主系と副系から成る連成系の応答解析法の概要 

2.1 動的縮約法による 2 自由度系の振動方程式 

 質点数 n の基礎固定のせん断型質点系モデルを主系とする。この

頂部に接続する副系は，質量 sm ，減衰係数 sc および剛性 sk の 1 質

点系とする。この副系は，TMD や中間階免震建物における上部構造

と免震層を 1 自由度に縮約した系を想定する。主系と副系は弾性で

あるとし，ホワイトノイズを基礎に受ける主系－副系（以下，連成

系）を考える（Fig.2(a)）。本論文では，導入する符号の下添え字 sp,

により，それぞれ主系（primary）と副系（secondary）を区別する。 

副系の質点位置での地盤面からの相対変位を su ，主系の相対変位

を pu とする（Fig. 2(a)）。これら 2 種類の成分を含む連成系の変位ベ

クトル T
ps

T u ),( uU  を導入し，振動方程式を次のように表す。 

 gu MrKUUCUM   (1) 

ここに， KCM ,, はそれぞれ連成系の質量，減衰および剛性マトリ

クス， r は地震影響ベクトル， gu は地動加速度である。 

ここで，連成系での主系部分の刺激関数と主系単独の刺激関数が

近似的に相似形をなすと仮定し， 1n の数の自由度を有する式(1)

を動的縮約する。これにより，U の j 次モード応答成分は，以下の

2 自由度系の振動方程式から近似的に求められる 3)。 

gjjjjjjjj u rMKCM ˆˆˆˆˆ    for nj ,,2,1   (2) 

ここに， 
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である。また，  ,,, p
eff
pp CM はそれぞれ主系単独の j 次モードの固

有円振動数，有効質量，減衰係数および副系が接続する位置（主系

頂部）での刺激関数である。 pu は主系頂部での変位の j 次のモード

成分である。この pu は， j 次モードの一般化変位 q を用いて， 

 qup   (4) 

として表される。表記の簡潔のため，式(3)のマトリクス等の成分に

も記入すべき，モードの次数を表す下添え字の記号は省略した。物

理座標系において，式(3)を正確に表すことは難しいが，理解しやす

いように，縮約モデルの模式図を Fig. 2(b)に示す。  

もとの多自由度系において，副系が存在しない場合の主系のモー

ドのうち，制振対象の次数を  とする。このモードを制振モード，  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Original MDOF system        (b) 2-DOF model 

Fig. 2 Schematic illustration of 2-DOF model for fundamental mode 

それ以外を非制振モードとよぶ。非制振モードの集合を で表す。

主系と副系の相互作用の小さい j では，次の表現が可能である。 

gu
 rMKCM ˆˆˆˆˆ    (5a) 

gjjpjjpjpj uqqhq   2
,,,2   for j (decoupled modes) (5b) 

ここに， jpjph ,, , は主系単独の j 次の減衰定数および固有円振動数

である。 

 本研究では，式(5)の振動方程式を用い， 1 に限定する。この

式から得る jq と，主系単独の固有値解析による j 次モードの刺激関

数 j および固有ベクトルを j を用いて， pu は次のように表される。 





n

j
jjjp q

1
u ,    qp ,u  (6a, b) 

また，主系の層間変位を順に並べたベクトル pd を導入する。差分作

用素の役割を果たす D を用いると， pd は以下となる。 

 p
T

p uDd   (7) 

2.2 不規則振動解析による 2 乗平均応答の評価方法 

 式(1)や式(5)の振動方程式をもとにし，不規則振動解析による主系

および副系の 2 乗平均応答を評価する。これにより，地震動の特性

による影響を排除して，縮約モデルによる応答の精度を総合的に議

論できる。ここでは，2 乗平均応答の一般的な評価方法について述

べる。 

まず，連成系を状態空間内で表し，状態ベクトル Y  
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から，その分散共分散マトリクス V を定義する。 

 TYYV   (9) 

ここに，  は標本平均を示す。パワースペクトル密度 0S の地動入

力に対する応答 V は，以下の Lyapunov 方程式から求まる 5)。 

 ObbVAVA  TT S02  (10) 

係数 bA, は，多自由度系の場合，以下のように表される。 
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ここに， I は単位マトリクスである。また， 
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である。縮約モデルでは， bA, 内の rKCM ,,, を対応する rKCM ˆ,ˆ,ˆ,ˆ に，

式(12)に含まれる pu を pu に置き換える。 
層間変位については，式(10)から求めた V に含まれる pV を用いて，  

 DVDdd p
TT

pp   (13) 

と表現すると，この対角成分が層間変位の 2 乗平均に対応する。 

 

３．主系の刺激関数の変化を考慮したモード応答成分の抽出方法 

3.1 制振モード応答の定義 

縮約モデルによる応答の精度を分析するには，動的相互作用の小

さい非制振モードの応答成分（式(5b)に相当）を除去した形で，多

自由度系の応答と縮約モデルによる応答を比較することが望ましい。 
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変位は，非制振モード応答とその残差 pu に分離できるとする。 

  






j

jjjpp q

interestof
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uu  (14) 

ここに， は副系を除いた主系単独の実固有モードであり，式(14)

の第 2 項の一般化変位 jq は主系単独の応答で近似できるとする。こ

の表現のもと，第 1 項の分散共分散応答である， 
 T

ppp uuV    (15) 

が関心のある応答である。 

3.2 制振モード応答の抽出方法 

未知数の pu と pV を求める手順を示す。そのために，基底ベク

トル  と成分 Q を導入して， Qp u と表す。この式と式(14)を式

(12b)に代入する。これを元の pV と区別するために， pV と表す。 
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ここで，2 項演算子  はテンソル積， ij は i 次と j 次のモード応答

の相関係数である。制振モードとの非連成を仮定すると，式(16)の

第 3 項の非制振モードの応答 2
jq は，次式から評価可能である 5)。 
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  jfor  (17) 

また，式(16)に含まれる相関係数 ij には，CQC 法 6)の値を用いる。 

 
      22

,
2

,
2

,,
22

2/3
,,,,

4141

8

rhhrrhhr

rrhhhh

jpipjpip

jpipjpip
ij




 , ipjpr ,, /  (18a, b) 

この相関係数は，パワースペクトル密度一定の入力に対する厳正解

であり，主系単独では，   のもと pp VV  が厳密に成立する。 

これに対し，副系がある場合，  の独立な 1n 個の成分と 2Q

の未知数では， pV が pV に一致し得ない。そのため，D を重み係数

として， DVVD )( pp
T  の対角成分から成る残差ベクトル  を導入す

る。この  の L2 ノルムの 2 乗を用いて，次の最小値問題を考え， 

 Minimize 2
  (19) 

を解き， 2Q を求めれば，最終的に次式を得る。 

  2QpV  (20a) 

     DDdd  2
,, QT

pp   (20b) 

 式(19)の具体的な解法と解の検証を付録 1 と付録 2 に示してある。 

3.3 縮約モデルによる変位を用いた主系の 2 乗平均応答 

縮約モデルでも，式(20a)および式(20b)と同等の表現が可能であり，

それぞれ対応する式は，以下のようになる。 

     22
,, qT

pp uu  (21a) 

       DDdd  22
,, qT

pp  (21b) 

 

４．副系により分岐した主系の刺激関数の性質 

 縮約モデルの精度を分析するための基本情報として，連成系の振

動モードの性質を述べる。 

4.1 主系および副系の条件 

はじめに，主系の設定について説明する。主系の各階の質量およ

び階高は，それぞれ一定とする。主系の層剛性は，理想化した台形

分布とし，最下層に対して最上層の層剛性の比を )1( とする。本

研究に関しては，層剛性の絶対値は大きな意味を持たないため，固

有値解析による主系単独の 1次固有円振動数 p が 1となるように層

剛性を定める。内部粘性減衰は，主系単独の 1 次モードに対して，

主系のみに剛性比例型減衰で与える。 

つぎに，副系の設定について述べる。主系の有効質量 eff
pM に対す

る副系の質量 sm の比  （以下，質量比）を次式で導入する。 

 eff
ps Mm / ,   2  (22a, b) 

また，同調比  と副系の減衰定数 sh を以下のように導入する。 

 
p

s
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ss

s
s m

ch
2

  (23a, b) 

ここに， s は副系の固有円振動数である。これらの値に関連して，

ホワイトノイズを地動入力する場合の主系の 2 乗平均変位を最小化

する最適同調比 * と最適減衰定数 *
sh は，それぞれ以下となる 3)。 
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sh  (24a, b) 

4.2 主系単独の系と連成系の刺激関数の比較 

 一例として，主系の層数 20n , 25.0 , *,05.0   の条件を用

いて，減衰項を無視した実固有値解析により得られた連成系の刺激

関数を Fig. 3 に示す。主系単独の刺激関数の形状と比較しやすいよ

う，副系を無視して仮想の刺激関数を算定した。副系の存在により

分岐した 2 つの刺激関数（Fig. 3(a)の 1st(/w)と 2nd(/w)）と主系単独

の刺激関数の形状は，概ね相似である。しかし，Fig. 3(b) に示すよ

うに，層間変位に対応する刺激関数の勾配は大きく異なる。軒高の

半分の高さを基準にして，その上下で刺激関数の変化の正負が逆転

する。 特に，上層階での刺激関数の変化は大きい。主系と副系が同 
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Fig. 3 Typical vibration modes in optimal tuning condition 
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位相となる連成系の 1 次では， 主系の上部で層間変位が大きく，逆

位相となる連成系 2 次では，主系の上部で層間変位が小さい。連成

系 3 次モードでは，主系と副系の相互作用は小さく，刺激関数およ

びその勾配の変化は，主系単独と連成系の結果はほぼ一致している。 

 

５．縮約モデルから復元した最大応答分布の精度 

5.1 検討条件 

 これまでの準備を経て，本論文の主題である縮約モデルによる応

答精度を評価する。 

 副系については，同調比  を指定して， 2)( pss mk  で算定する。

 は 0 から *2 の範囲とする。範囲を広くした理由は，主系の弾性

固有周期に同調する副系では，主系の降伏後に同調比  が大きくな

ることや，中間階免震建物のように必ずしも最適同調比とならない

場合を想定したからである。副系の減衰係数 sc は，減衰定数を sh を

用い，対象とする構造物に応じて下記のように設定する。 

)(2 **
psss hmc     for tuned mass damper )1.0(   (25a)   

ssss hmc *2        for mid-story isolation building (25b) 

式(25a)と式(25b)の設定条件で大きく異なる点は，同調比  を変動さ

せた場合に，副系の減衰係数 sc を共に変動させるか否かである。  

入力は，パワースペクトル密度が一定の地動であり，2.2 節で述

べた方法により応答を算出する。評価項目は，副系の水平変位 su ，

非制振モードの応答成分を除去した主系の水平変位 pu および主系

の層間変位 pd である。これらの 2 乗平均平方根を評価し，次式で定

義される比率を算定する。 

(MDOF)
)2DOF(

応答元の多質点系モデルの

縮約モデルの応答
（比率）  (26) 

主系の応答については，Fig. 4 および Table 1 に示すように，高さ方

向に分割したそれぞれで，式(26)の比率の最大値と最小値をその区

間の誤差の代表値として示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Floor displacement         (b) Inter-story drift 

Fig. 4 Responses of interest in terms of accuracy 

 

Table 1 Items of evaluation 

Case Items of evaluation Description (range) Notation 

 S  Displacement of 
secondary system - 2

su  

 PT  Floor displacement 
of primary system 

Top floors 2
pu  

 PM  ]8/5,8/3(/ Hz  (middle) 
 DU  

Inter-story drift of 
primary system 

)1,8/5(/ Hz    (upper)  
2
pd   DM   ]8/5,8/3(/ Hz  (middle) 

 DL  ]8/3,0(/ Hz    (lower) 

5.2 同調質量ダンパーを有する建物 

屋上に TMD を有する超高層鋼構造建物を想定し， 20n および 

02.0ph とする。この条件の結果を Fig. 5 に示す。各図の応答種別

を表す記号（S, PT, PM, DU, DM, DL）は，Table 1 の符号と対応する。

上層階の層間変位（符号 DU）を除いて，縮約モデルによる応答の相

対誤差は概ね 10%以内である。特に， *  では誤差は極めて小さ

い。 *  では，主系と副系ともに，質量比が大きなほど誤差が大 
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Fig. 5 Errors in responses computed by 2-DOF model with optimal 

TMD parameters  
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Fig. 6 Errors in responses computed by 2-DOF model with highly 

damped TMD 
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きい。応答の種類の中では，主系頂部の水平変位（符号 PT）や副系

の水平変位（符号 S）の誤差が最も小さい。これは，式(2)で多自由

度系を動的縮約する際に導入した仮定が妥当なことを示している。

このことから，縮約モデルにより得られる代表変位（符号 S, PT）か

ら層間変位を復元する段階で何かしらの工夫をすれば，精度の悪い

上層部での主系の層間変位について，精度を改善できる可能性があ

る。これについては，第 6 章で触れる。 

また，Fig. 6 は， 02.0 に対して *3 ss hh  （約 0.3）， 1.0 に対

して *2 ss hh  （約 0.4）を設定し，副系の減衰係数を高めた場合であ

る。 *  の範囲では，Fig. 5 と傾向は良く類似している。 

応答分布の理解を深めるために，最適同調条件（ **, ss hh   ）

での縮約モデルと多自由度系モデルの応答分布を Fig. 7 に示す。主

系の変位については，両モデルで良く一致している。層間変位につ

いては，主系の軒高で基準化した高さでいえば，0.7 程度の高さを

境にして，2 つのモデルの結果が剥離していく様子がわかる。 
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(a) 02.0        (b) 05.0        (c) 1.0  

(Above: floor displacement, Below: inter-story drift) 
Fig. 7 Recovery of peak responses in optimal tuning condition 

 

5.3 同調質量ダンパーを有する高減衰系の建物 

 つぎに，主系の減衰定数が高い場合の縮約モデルの応答精度を分

析する。これは，主系に層間ダンパーがある場合や，主系の応答が

弾性限を超えて履歴減衰が生じる場合を想定したものである。これ

らを統合して，主系の（等価）減衰定数 ph を 2.0 とする。 

 前節と同種の結果を Fig. 8 に示す。この場合も，副系の水平変位

（符号 S）や主系頂部の変位（符号 PT）の精度は高い。その他の応

答では，Fig. 5 の傾向と若干異なるものの， *  の範囲においては，

誤差は概ね 10%以内である。主系の上層階の層間変位の精度が良く

ない理由は，前節で述べた内容と同じである。 

5.2節と本節の内容を総論すれば，主系に対する副系の質量比  が

0.1 以下であれば，上層階の層間変位を除いて，相対誤差は高々5～

10%以下である。工学的判断に立脚すれば，縮約モデルによる応答

推定は十分な精度を有しているといえる。 

5.4 中間階免震建物 

最後に，高層階に免震層を有する超高層鋼構造建物を対象とし，

20n , 02.0ph する。また，質量比  を 0.5，最下層に対する最上

層の剛性比  を 0.6 とする。 

質量比  が 0.1 以下の場合に比べて，全般的に誤差は大きい。た

だし，中間階免震においては，下部構造単独の固有周期が極端に長 
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Fig. 8 Errors in responses computed by 2-DOF model for damped 

buildings with TMD (h0=0.2, hs=h
*
s) 
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Fig. 9 Errors in computing responses for mid-story isolation 

buildings (h0=0.02, hs=h
*
s) 
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くない限り， */ が 2 に近くなることはない。この点から，縮約モ

デルの応答（符号 S, PT）の誤差は，上層階の層間変位を除いて，概

ね 10%以内といえる。 

 

６． 副系による主系の局部変形を考慮した層間変位分布の復元 

6.1 実固有モードを用いた CQC 法による層間変位の精度 

 同調比がその最適値よりも大きい場合を対象として，層間変位分 

布の復元方法の改善を考える。 

最も直接的な戦略は，縮約モデルの利用を TMD や免震層の剛性

等の決定に限定することである。その後で層間変位を照査する際に

は，改めて多自由度系モデルで振動解析すればよい。これとは別に，

著者による応答指定型設計法 3), 4)では，応答スペクトル法の利用を

基本としており，多自由度系についても一貫して応答スペクトル法

を適用する場合，複雑な方法になる。それは，局所減衰および近接

固有値の特徴を有する系では，複素固有値と複素固有ベクトルを用

いた CQC 法 7)によるモード重合が必要なためである。  

もう一つの戦略が，縮約モデルの代表応答を利用しつつ，層間変

位の復元段階で工夫をして精度を高めるものである。その方法を示

す前に，古典的なモード重合で生じる課題を整理しておく。 

 まず，制振モードを含む j 次モードの減衰定数 jh は，以下のよう

に，対角要素による略算法 8)で十分な精度の値が推定できる。 

 
jps

Τ
jpsj

jps
Τ

jps
jh

,,

,,

2 







M
C


 for 1,,2,1  nj   (27) 

ここに， ps は式(1)の連成系の固有値問題における実固有ベクトル

である。式(27)の評価値は，第 5 章の計算条件で，複素固有値解析

によるモード減衰定数との相対誤差が概ね 10%以内であることを確

認している。式(27)の減衰定数と連成系の実固有モードの 2 つを用

いて，5.1 節の条件で 05.0 のとき，CQC 法によりモード重合し

た例が Fig. 10(a)である。層間変位分布の形状は概ね対応しているが，

絶対値の精度が全層に渡り悪い。振幅の L2 ノルムを正規化した Fig. 

10 (b)をみると，2 つの結果は良く対応している。そこで，CQC 法に

よる層間変位の振幅を一律に係数倍すれば良いことがわかる。 
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(a) Physical amplitude       (b) Normalized amplitude 

Fig. 10 Inter-story drift based on classical modal superposition 

 

6.2 層間変位分布の補正方法の提案 

 6.1 節の議論を踏まえ，具体的な層間変位の評価法を示す。ここ

で述べる方法は，恣意的ではあるものの，実務での利用を考えて簡

便な方法を目指したものである。 

まず，主系の変位振幅の調整係数 c を導入し，連成系の 2 つの基

本モード（  次と 1 次）を用いて，変位が次式で表せるとする。 

 





1




j

jjjp qc u  (28) 

ここに，  は連成系の実固有ベクトル ps の主系部を抜き出した値

であり，  は対応する刺激関数である。6.1 節で示した例は， 1c

とした場合の結果に相当する。式(28)の分散共分散応答を求めると， 
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i j

jijiji
T
pp qqc uu  (29) 

となる。ここで，第 5 章の知見を踏まえると， 縮約モデルの水平変

位は，近似的に次式で推定できる。 

     22 qT
pp uu  (30) 

式(29)の右辺と式(30)の右辺を等置する。この式に T
p )( M を左乗し，

さらに pM を右乗すると，未知数 c は，次式から求められる。 
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ii   M̂  (31b, c) 

式(31b)に含まれる相関係数 ij は，式(27)のモード減衰定数と実固有

値解析による固有振動数から算定する。こうして，精度を向上した

層間変位分布を得ることができる。 

6.3 妥当性の検証 

 提案した方法の妥当性を検証する。5.1 節と同じ条件の主系・副

系で，式(29)と式(31)により層間変位を算定した結果を Fig. 11 に示

す。主系頂部の精度が問題であった点が，改善されていることがわ 
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 (a) 05.0         (b) 1.0         (c) 5.0  

Fig. 11 Accuracy of peak inter-story drifts by proposed method  
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かる。それだけでなく，主系下半分における層間変位の精度も改善

されている。なお， */ が 1 より小さく連成系効果が小さい場合，

精度があまり改善されないことも認められた。しかしながら，この

場合には，誤差が生じる主系の上層階での層間変位が極端に小さい。

そのため，実際には，この点は問題にならないであろう。 

 

７．まとめ 

 本論文では，同調質量ダンパー（TMD）を屋上に有する建物や中

間階免震建物を対象として，これらを主系と副系から成る連成系に

一般化し，不規則振動解析により，この自由度を縮約した地震応答

解析モデル（縮約モデル）による応答の統計的な誤差を分析した。 

得られた結論を以下に要約する。 
 

1) 連成系における主系の 2 つの基本振動モードは，いずれも主系

単独の振動モードの形状に近い。しかしながら，層間変位を評

価する際に用いる振動モードの勾配は，副系の接続により大き

く変化する。この変化は，下層から中層にかけては小さく，上

層で大きい。最も変化が大きいのは，最上層である。 

2) 不規則振動過程を支配する Lyapunov方程式から求まる主系の 2

乗平均応答を用いて，制振モードの成分を抽出する方法を示し

た。この方法により制振モードの応答を分析した結果，副系と

の相互作用力により，主系頂部の層間変位が局所的に増大する

現象が認められた。 

3) 縮約モデルにより評価された副系の水平変位や主系頂部の水平

変位は，もとの多自由度系の値と良く一致する。主系に対する

副系の質量の比が大きいほど，誤差は大きくなる。TMD を想定

した質量比での誤差は 5%以内，中間階免震を想定した質量比

での誤差は 10%以内である。層間変位については，上層階の一

部を除いて，誤差は概ね 10%以内である。 

4) モード減衰定数と連成系の実固有ベクトルを用いた CQC 法に

よるモード重ね合わせ法では，上記の 2)項で述べた，上層階で

局部的に変形を伴う層間変位分布を適切に捉えられるものの，

層間変位が全体的に過小評価となる。 

5) 4)の問題点を解決するために，実固有ベクトルを用いた CQC 法

に 2 自由度系の水平変位分布の結果を組み合わせた方法を提案

し，主系の上層階の応答精度が改善されることを確認した。 
 

 本報では，趣旨を明確にするため 2 自由度系に限定し，副系は 1

自由度系で表されるとした。超高層建物の中間階免震において，副

系の振動モードが主系の応答に及ぼす影響は大きくないと考えられ

るものの，その程度を明らかにすることは今後の課題とする。 
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付録１ 制振モード抽出における最小値問題の解法 

式(19)の最小値問題を解く方法の一例を示す。 
はじめに，主系と副系の相互作用が無視できる 0 の条件から計算を始め

る。初期値を次のように定め， 
    (A-1a) 

      pp
T

pQ MVM2  (A-1b) 

逐次二次計画法により，
2

 の最小値を得る未知数 2Q ,  を求める。つぎ

に，  をわずかに増分させ計算する。このときには，直前の計算で得られた
2Q ,  を新しい  の計算での初期値に用いる。この手順を繰り返せばよい。 

付録２ 抽出した制振モードの妥当性の検証 

 3.2 節で説明した制振モードの抽出方法の妥当性を検証する。その目的のた

めに，抽出した制振モードの応答と非制振モードの応答を加算した結果が，

元の応答と一致（ pV と pV が一致）しているかを判断する。ここでは，その

すべての成分に着目はせず，水平変位の 2 乗平均（ pV の対角成分の平方根）

と層間変位の 2 乗平均（ DVD p
T  の対角成分の平方根）に関心を向ける。 

 Fig. A-1 に結果を示す。主系の基準化高さを縦軸にとり，横軸は前述した 2
乗平均応答の比である。分子は pV から算出した値，分母は pV から算出した

値である。一つの図には， 02.0ph , ]2,0(/ *  , }2,1{/ * ss hh の多数の結

果を重ね書きしている。式(19)は，層間変位の誤差を最小化する条件であるに

も拘らず，水平変位の誤差も小さい。誤差が若干生じる原因としては，非制

振モードでは完全な非連成仮定としていること，相関係数を与える際に制振

モードのモード減衰定数を副系なしの値としていることなどが考えられる。 
 以上から，制振モードの応答成分の抽出手順は妥当であるといえる。なお，

pV をスペクトル分解して第一固有値と固有ベクトルを制振モードと見做す

場合，これに非連成モードを加算しても，もとの結果とは一致しない。 
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(a) Floor displacement             (b) Inter-story drift 

Fig. A-1 Accuracy of responses through modal decomposition
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A two degree-of-freedom (2-DOF) model is employed for mid-story isolation buildings or a tuned mass damper mounted on buildings in 
practical design. These systems are classified into a primary-secondary structural system. A seismic response analysis using this model is an 
empirical evaluation method in design practice. However, the accuracy of the peak response distribution computed by the 2-DOF model has not 
been clarified.  

The objective of this study is to investigate the error in the inter-story drift calculated by the 2-DOF model. The employed 2-DOF model is 
derived from its original multi-degree of freedom system (MDOF) based on dynamic reduction technique. Parameters of interest are a tuning 
ratio and mass ratio. The tuning ratio is a frequency ratio to secondary to the primary system. The mass ratio is a ratio of the secondary mass to 
the effective mass of the primary system. The mass ratio is set within the parameter of 0.02 to 0.5. The inter-story drifts in primary system are 
recovered from generalized displacements (modal displacements) of the 2-DOF model and classical modal vectors with respect to the primary 
system.  

A stochastic vibration analysis is conducted in both original MDOF model and corresponding the 2-DOF model. RMS responses are 
obtained by solving a Lyapunov equation governing the stochastic process. The displacement responses of the MDOF model are decomposed 
into coupled and decoupled components. The decoupled components are the higher modal responses. The coupled component is the remaining 
response and corresponds to a controlled response. The controlled mode is limited to the fundamental mode in this study. The response of the 
controlled mode is compared to the one from the 2-DOF model. The analysis reveals that the 2-DOF model estimates accurate floor 
displacements. The relative errors are ten percent at most. However, the 2-DOF model underestimates inter-story drifts in the upper story of 
the primary system. As the mass ratio becomes larger, the error becomes large.  

A convenient modal superposition technique is proposed to improve the accuracy of inter-story drift obtained by the 2-DOF model. The 
method is as follows. The CQC modal combination is applied with modal damping factors evaluated by classical modal vectors. Then, amplitude 
of the response is slightly corrected to be consistent with the one obtained from the MDOF model. It is confirmed that reasonable accuracy is 
obtained by the proposed method.  
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